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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インクジェット法により光輝性顔料を含む光輝性インク組成物を記録媒体に吐出して下
地画像の光輝性画像を準備する光輝性画像準備工程と、
　前記光輝性画像に対して、インクジェット法により白色系顔料を含む白色系インク組成
物を吐出して前記光輝性画像のＬ*値を向上させる明度向上工程と、を有するインクジェ
ット記録方法であって、
　光輝性画像準備工程の前記記録媒体に対する前記光輝性インク組成物の吐出付与量を０
．２ｇ／ｃｍ2以上１ｇ／ｃｍ2以下として前記光輝性画像を形成し、
　前記明度向上工程の前記光輝性画像に対する前記白色系インク組成物の吐出量を０．０
１ｇ／ｃｍ2以上０．５ｇ／ｃｍ2以下とし、
　前記明度向上工程前の前記光輝性画像のＬ*値をＬ１、（ＪＩＳ）Ｚ８７４１：１９９
７に基づく６０°光沢度をＧ１、また前記明度向上工程後の前記光輝性画像のＬ*値をＬ
２、（ＪＩＳ）Ｚ８７４１：１９９７に基づく６０°光沢度をＧ２、とした場合に、
　前記光輝性画像準備工程と前記明度向上工程により、前記明度向上工程前の前記光輝性
画像と前記明度向上工程後の前記光輝性画像とが、
　Ｅｄ＝（Ｌ２／Ｌ１）－１－｛１－（Ｇ２／Ｇ１）｝であるＥｄが０超、
　Ｅｆ＝（Ｌ２／Ｌ１）×（Ｇ２／Ｇ１）であるＥｆが１超、
の関係を満たすようにすることを特徴とするインクジェット記録方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、記録面に光輝性を有する画像が形成された記録物に対する需要が高まっている。
光輝性画像を記録するための方法として、従来は、表面が平滑な記録媒体に金属箔を押し
つける方法、プラスチックフィルムに金属を真空蒸着する方法、また、記録媒体に光輝性
インクを塗布し、さらにプレス加工を行う方法などが用いられてきた。しかし、これらは
記録工程が煩雑となり、また記録媒体が限られるなどの問題があったため、例えば、特許
文献１に示されるように、インクジェット方式を用いて光輝性画像を記録する技術の提案
がされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２０８３３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述のインクジェット方式による画像形成では、光輝性画像（例えば、
メタリックな光沢を表現する画像）の明度が低くなってしまうという課題があった。また
、光輝性画像を転写する方式や光輝性を有する記録媒体も、光輝性材料の明度が低いもの
が多く、所望の明度ではない場合が多かった。具体的な一例としてインクジェット方式で
説明を行うと、光輝性インクに含まれる光輝性顔料としての金属片（例えばアルミニウム
片）や金属粒子（例えば銀粒子）などが、画像の明度を下げてしまい、所望の明度を保っ
たまま光輝性画像を形成する（光沢度を上げる）のが困難であるなどの課題があった。つ
まり、例えば白地の記録媒体に対して記録する一般的な従来技術を用いて光輝性を有する
画像を形成しようとした場合に、光輝性画像部分の明度が低下してしまうという課題があ
った。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態または適用例として実現することが可能である。
【０００６】
　［適用例１］本適用例にかかるインクジェット記録方法は、光輝性顔料を含む光輝性画
像を準備する光輝性画像準備工程と、前記光輝性画像に対して、インクジェット法により
白色系顔料を含む白色系インク組成物を、０．０１以上０．５以下の吐出量（ｇ／ｃｍ2

）で吐出して前記光輝性下地画像のＬ*値を向上させる明度向上工程と、を含む、インク
ジェット記録方法。
【０００７】
　［適用例２］前記光輝性画像準備工程で準備された前記光輝性画像の（ＪＩＳ）Ｚ８７
４１：１９９７に基づく６０°光沢度は２５０以上である、適用例１に記載のインクジェ
ット記録方法。
【０００８】
　［適用例３］前記明度向上工程後の前記光輝性画像のＬ*値が６０以上であることを特
徴とする、適用例１または適用例２に記載のインクジェット記録方法。
【０００９】
　［適用例４］前記明度向上工程後の前記光輝性下地画像の（ＪＩＳ）Ｚ８７４１：１９
９７に基づく６０°光沢度が１５０以上であることを特徴とする、適用例１ないし適用例
３のいずれか１項に記載のインクジェット記録方法。
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【００１０】
　［適用例５］前記明度向上工程で吐出される前記白色系インク組成物の単位面積当たり
の吐出量（ｇ／ｃｍ2）が、前記光輝性画像準備工程で付与された前記光輝性画像の単位
面積当たりの付与量（ｇ／ｃｍ2）の０．０１倍以上０．３倍以下であることを特徴とす
る、適用例１ないし適用例４のいずれか１項に記載のインクジェット記録方法。
【００１１】
　［適用例６］前記明度向上工程前の前記光輝性画像のＬ*値をＬ１、光沢度をＧ１、ま
た前記明度向上工程後の前記光輝性画像のＬ*値をＬ２、光沢度をＧ２とした場合に、（
Ｌ２／Ｌ１）－１－｛１－（Ｇ２／Ｇ１）｝により算出される値Ｅｄが０超であることを
特徴とする適用例1ないし５のいずれか１項に記載のインクジェット記録方法。
【００１２】
　［適用例７］（Ｌ２／Ｌ１）×（Ｇ２／Ｇ１）により算出される値Ｅｆが１超であるこ
とを特徴とする適用例６に記載のインクジェット記録方法。
【００１３】
　［適用例８］適用例１ないし適用例７のいずれか１項に記載のインクジェット記録方法
を含む記録方法によって記録された記録物。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明を具体化した実施形態について説明する。
【００１５】
　１．記録方法
　本実施形態の記録方法は、インクジェット式記録ヘッドによって、インク組成物を吐出
させ、記録媒体に付着させることによる。以下では、この記録ヘッドを用いたインクジェ
ット記録装置によって、記録媒体上にインク組成物を吐出し、記録媒体上に付着させてド
ット群を形成する記録方法の一例を示す。
【００１６】
　１．１．インクジェット記録装置
　インクジェット記録装置に用いられる記録ヘッドの方式としては、例えば、ノズルとノ
ズルの前方に置いた加速電極間の強電界でノズルからインクを液滴状に連続噴射させ、イ
ンク滴が飛翔する間に偏向電極から印刷情報信号を与えて記録する方式、またはインク滴
を偏向することなく印刷情報信号に対応して噴射させる方式（静電吸引方式）、小型ポン
プでインクに圧力を加え、ノズルを水晶振動子などで機械的に振動させることにより、強
制的にインク滴を噴射させる方式、インクに圧電素子により印刷情報信号に応じて圧力を
加え、インク滴を噴射・記録させる方式（ピエゾ方式）、インクを印刷情報信号に従って
微小電極で加熱発泡させ、インク滴を噴射・記録させる方式（サーマルジェット方式）な
どが用いられる。本実施形態の記録方法は、上記の記録ヘッドを用いた方法のいずれか、
あるいは、上記の方法に限らず、インクを液滴状に噴射させ、記録媒体上にドット群を形
成して記録する方法であれば良い。
【００１７】
　本実施形態で用いるインクジェット記録装置は、インクジェット式記録ヘッド、装置本
体、記録媒体供給排出機構、記録ヘッド駆動機構、コントロールボード、インクカートリ
ッジなどを備えている。コントロールボードは、記録ヘッド駆動機構やインク吐出の制御
、また記録媒体の供給排出などの制御を行う。インクカートリッジには、例えばシアン、
マゼンタ、イエロー、ブラックなどフルカラー印刷ができるインクや、光輝性インク、白
色系インクなどのインクセットを収容している。
【００１８】
　１．２．記録媒体
　本実施形態の記録方法で用いられる記録媒体の好適例としては、例えば、コート紙、ア
ート紙、キャストコート紙などの表面加工紙、および、透明、不透明に限らず、塩化ビニ
ルシートやＰＥＴフィルムなどの樹脂フィルムを用いることができる。なお、記録媒体は
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これらに限定されることはなく、例えば、布、木材、プラスチック材、金属材などであっ
てもよい。
【００１９】
　１．３．インクセット
　本実施形態のインクセットは、白色系インクとしての白色系顔料を含む白色系インク組
成物などを備えている。また、これらに加えて、光輝性インクとしての金属顔料など光輝
性顔料を含む光輝性インク組成物と、有彩色顔料を備えているのが一層好ましい。なお、
本発明におけるインク組成物は、水を５０質量％以上含有する水系インク組成物、水を５
０質量％未満で含有する非水系インク組成物のいずれであってもよい。
【００２０】
　１．３．１．光輝性インク組成物
　光輝性インク組成物は、光輝性顔料を含み、特に限定されないが、有機溶媒、界面活性
剤、多価アルコールなどから構成されていてもよい。
【００２１】
　光輝性顔料としては、インクジェット記録方法によって当該インク組成物の液滴を吐出
できる範囲内で任意のものを用いることができる。光輝性顔料は、パール顔料や金属顔料
など、光輝性を付与する機能を持つ。パール顔料の代表例としては、二酸化チタン被覆雲
母、魚鱗箔、酸塩化ビスマスなどの真珠光沢や干渉光沢を有する顔料が用いられる。金属
顔料としてはアルミニウム、銀、金、白金、ニッケル、クロム、錫、亜鉛、インジウム、
チタン、銅などの小片や粒子を用いることができ、これらの単体またはこれらの合金およ
びこれらの混合物から選ばれる少なくとも１種を用いることができる。
【００２２】
　本実施形態で使用される光輝性顔料は、光沢度（光輝性）の高さおよびコストの観点か
ら、アルミニウム、アルミニウム合金、銀から選択される一種以上であることが好ましい
。アルミニウム合金を用いる場合、アルミニウムに添加する他の金属元素または非金属元
素としては、光輝性を有するものであれば特に限定されるものではなく、銀、金、白金、
ニッケル、クロム、錫、亜鉛、インジウム、チタン、銅などを用いることができる。これ
らから選ばれる少なくとも１種を用いることが好ましい。また、光輝性インク組成物に用
いる後述の有機溶媒は、金属に対する反応性が低いものを適宜選択することで、本発明に
用いる光輝性顔料は特殊な表面処理を必要としない。
【００２３】
　本実施形態では、光散乱法による球換算５０％平均粒子径（ｄ５０）が０．８～１．２
μｍの光輝性顔料を用いる。
　光散乱法による球換算５０％平均粒子径は、下記のようにして測定、導出されるもので
ある。すなわち、分散媒中の粒子に光を照射することにより発生する回折散乱光に関して
、前方・側方・後方の各部位にディテクターを配置して測定し、計測される平均粒子径の
積算百分率の分布曲線が５０％の積算百分率の横軸と交差するポイントを５０％平均粒子
径（ｄ５０）とする。また、球換算平均粒子径とは、本来は不定形である粒子が球形であ
ると仮定して換算し、測定した結果より求めた平均粒子径を指している。光散乱法による
球換算５０％平均粒子径（ｄ５０）が上記範囲にあることで、記録物上に高い光輝性を有
する塗膜が形成できると共に、インク組成物のノズルからの吐出安定性も高くなる。
【００２４】
　光輝性顔料は、金属蒸着膜を破砕して作製された平板状粒子であることが好ましい。光
輝性顔料が平板状粒子である場合、該平板状粒子の平面上の長径をＸ、短径をＹ、厚みを
Ｚとしたとき、該平板状粒子のＸ－Ｙ平面の面積より求めた円相当径の５０％平均粒子径
Ｒ５０が０．５～３μｍであると好ましく、Ｒ５０／Ｚ＞５の条件を満たすものであると
好ましい。また、円相当径の最大粒子径Ｒｍａｘは、インクジェット記録装置におけるノ
ズルの目詰まり防止の観点から、１０μｍ以下であることが好ましい。厚みＺの平均は、
５ｎｍ以上１００ｎｍ以下が好ましく、２０ｎｍ以上１００ｎｍ以下であれば、より好ま
しい。５ｎｍ以上にすることで、反射性、光輝性に優れ、光輝性顔料としての性能が高く
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なり、１００ｎｍ以下にすることで、見かけ比重の増加を抑え、光輝性顔料の分散安定性
を確保することができる。
【００２５】
　前記光輝性顔料のインク組成物中の濃度は、０．５～１５質量％であることが好ましい
。また、０．５質量％未満の場合は十分な光輝性を表現出来ない場合があり、１５質量％
を超えると目詰まりなどの問題が発生する場合がある。
【００２６】
　なお、光輝性顔料は、上記のような平板状粒子に限らず、球形状あるいは塊状粒子であ
っても良い。銀粒子を用いた場合には、体積基準の平均粒子径が５～１００ｎｍであるこ
とが好ましい。銀粒子の平均粒子径の測定の一例としては、「マイクロトラックＵＰＡ」
（日機装株式会社製）を用い、測定条件は、屈折率を０．２－３．９ｉ、溶媒（水）の屈
折率を１．３３３、測定粒子形状を球形、とする場合が挙げられる。
【００２７】
　有機溶媒としては、好ましくは極性有機溶媒、例えば、アルコール類（例えば、メチル
アルコール、エチルアルコール、プロピルアルコール、ブチルアルコール、イソプロピル
アルコール、又はフッ化アルコール等）、ケトン類（例えば、アセトン、メチルエチルケ
トン、又はシクロヘキサノン等）、カルボン酸エステル類（例えば、酢酸メチル、酢酸エ
チル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、プロピオン酸メチル、又はプロピオン酸エチル等）、
又はエーテル類（例えば、ジエチルエーテル、ジプロピルエーテル、テトラヒドロフラン
、又はジオキサン等）などを用いることができる。特に、前記有機溶媒は、常温常圧下で
液体であるアルキレングリコールエーテルを１種類以上含むことが好ましい。
【００２８】
　アルキレングリコールエーテルは、メチル、ｎ－プロピル、ｉ－プロピル、ｎ－ブチル
、ｉ－ブチル、ヘキシル、および２－エチルヘキシルの脂肪族、二重結合を有するアリル
並びにフェニルの各基をベースとするエチレングリコール系エーテルとプロピレングリコ
ール系エーテルとがある。アルキレングリコールエーテルは、常温で液体であり、無色で
臭いも少なく、分子内にエーテル基と水酸基を有しているので、アルコール類とエーテル
類の両方の特性を備えている。また、片方の水酸基だけを置換したモノエーテル型と両方
の水酸基を置換したジエーテル型があり、これらを複数種組み合わせて用いることができ
る。特に、前記有機溶媒は、アルキレングリコールジエーテル、アルキレングリコールモ
ノエーテル、及びラクトンの混合物であることが好ましい。
【００２９】
　アルキレングリコールモノエーテルとしては、エチレングリコールモノメチルエーテル
、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテ
ル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノヘキシルエーテル
、エチレングリコールモノフェニルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル
、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル
、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ト
リエチエレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテ
ル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、テトラエチレングリコールモノメチル
エーテル、テトラエチレングリコールモノエチルエーテル、テトラエチレングリコールモ
ノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコー
ルモノエチルエーテルなどが挙げられる。
【００３０】
　アルキレングリコールジエーテルとしては、エチレングリコールジメチルエーテル、エ
チレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコールジブチルエーテル、ジエチレン
グリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリ
コールジブチルエーテル、トリエチレングリコールジメチルエーテル、トリエチレングリ
コールジエチルエーテル、トリエチレングリコールジブチルエーテル、テトラエチレング
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リコールジメチルエーテル、テトラエチレングリコールジエチルエーテル、テトラエチレ
ングリコールジブチルエーテル、プロピレングリコールジメチルエーテル、プロピレング
リコールジエチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピレング
リコールジエチルエーテルなどが挙げられる。
【００３１】
　またラクトンとしては、γ－ブチロラクトン、δ－バレロラクトン、ε－カプロラクト
ンなどが挙げられる。
【００３２】
　このような好適な構成とすることにより、本発明の目的をより一層有効且つ確実に達成
することができる。特に、上記有機溶媒の組合せとして、ジエチレングリコールジエチル
エーテルと、γ－ブチロラクトン及び／又はテトラエチレングリコールジメチルエーテル
と、テトラエチレングリコールモノブチルエーテルとの組合せがより好ましい。
【００３３】
　界面活性剤としては、例えば、アセチレングリコール系界面活剤、ソルビタン脂肪酸エ
ステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリエチレングリコール脂肪酸
エステル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、脂肪族ジエタノールアミド系
などのノニオン系界面活性剤が用いられる。また、高分子系分散剤としては、分子量１０
００以上の高分子化合物が好適に用いられる。例えば、スチレン－マレイン酸樹脂、スチ
レン－アクリル樹脂、ロジン、フッ素変性ポリマー、ウレタン系高分子、ポリアクリレー
ト系高分子、脂肪族ジエタノールアミド系高分子、ポリエステル系高分子、ポリエステル
ポリアミド樹脂などが用いられる。
【００３４】
　多価アルコールとしては、例えばエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエ
チレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、プロピレング
リコール、ブチレングリコール、１，２－ブタンジオール、１，２－ペンタンジオール、
１，２－ヘキサンジオール、１，２－ヘプタンジオール、１，２－オクタンジオールなど
の炭素数が４以上８以下の１，２－アルカンジオール、１，２，６－ヘキサントリオール
、チオグリコール、ヘキシレングリコール、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン等が挙げられる。
　これらの多価アルコールは、本実施形態のインク組成物をインクジェット記録装置に適
用した場合に、インク組成物の乾燥を防止し、インクジェット記録ヘッド部分における目
詰まりを防止する効果がある。
【００３５】
　１．３．２．白色系インク組成物
　白色系インク組成物は、白色系顔料を含み、特に限定されないが有機溶媒、界面活性剤
などから構成される。
　白色系顔料としては、二酸化チタン、二酸化ジルコニアなどの第ＩＶ族元素酸化物が用
いられる。その他にも、炭酸カルシウム、硫酸カルシウム、酸化亜鉛、硫酸バリウム、炭
酸バリウム、シリカ、アルミナ、カオリン、クレー、タルク、白土、水酸化アルミ、炭酸
マグネシウムなどが用いられ、好ましくはこれらからなる群から選択される１種又は２種
以上の混合物が用いられる。
【００３６】
　「白色系インク」とは、社会通念上「白」と呼称される色を記録出来るインク（インキ
）であり、微量着色されているものも含む。また、その顔料を含有するインク（インキ）
が「白色インク（インキ）、ホワイトインク（インキ）」などといった名称で呼称、販売
されるインク（インキ）を含む。さらに、例えば、インク（インキ）が、エプソン純正写
真用紙＜光沢＞（セイコーエプソン社製）に１００％ｄｕｔｙ以上又は写真用紙の表面が
十分に被覆される量で記録された場合に、インクの明度（Ｌ*）および色度（ａ*、ｂ*）
が、分光測光器Ｓｐｅｃｔｒｏｌｉｎｏ（商品名、ＧｒｅｔａｇＭａｃｂｅｔｈ社製）を
用いて、測定条件をＤ５０光源、観測視野を２°、濃度をＤＩＮ　ＮＢ、白色基準をＡｂ
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ｓ、フィルターをＮｏ、測定モードをＲｅｆｌｅｃｔａｎｃｅ、として設定して計測した
場合に、７０≦Ｌ*≦１００、－４．５≦ａ*≦２、－６≦ｂ*≦２．５、の範囲を示す、
インク（インキ）を含む。
【００３７】
　白色系顔料の体積基準の平均粒子径は、１００ｎｍ以上７００ｎｍ以下であることが好
ましく、また、２００ｎｍ以上６００ｎｍ以下であることがより好ましい。白色系顔料の
体積基準の平均粒子径が上記範囲を超えると、粒子が沈降するなどして分散安定性を損な
うことがあり、また、インクジェット記録装置に適用した場合において、ノズルの目詰ま
りなどが発生する場合がある。一方、白色系顔料の体積基準の平均粒子径が上記範囲未満
であると、白色度が不足する傾向にある。特に、白色系顔料として二酸化チタン粒子を用
いる場合は、二酸化チタン粒子の体積基準の平均粒子径は、２８０ｎｍ以上４４０ｎｍ以
下であることが好ましい。これによってインクジェット記録装置によってノズルから良好
な吐出が可能になる。
【００３８】
　体積基準の平均粒子径は、動的光散乱法を測定原理とした粒度分布測定装置によって測
定することができる。なお、体積基準の平均粒子径とは、体積で重みづけされた平均径の
ことを指し、粒子毎の体積および直径の測定値を基に下記式によって算出される。
　体積基準の平均粒子径＝Σ（Ｖｉ・ｄｉ）／Σ（Ｖｉ）
　（式中、Ｖｉは粒子ｉの体積（ｉ＝１，２，・・・，ｎ）を示し、ｄｉは粒子ｉの直径
（ｉ＝１，２，・・・，ｎ）を示す。）
【００３９】
　また、白色系インク組成物は、白色の色材として中空構造を有する粒子を用いても良い
。中空構造を有する粒子としては、特に限定されるものではなく、公知のものを用いるこ
とができる。例えば、米国特許第４８８０４６５号明細書や米国特許第３５６２７５４号
公報などに記載されている粒子を用いることが好ましい。
　中空構造を有する粒子はコア・シェル構造になっており外径と内径を有している。体積
基準の平均粒子径（外径）（ｄ５０）は、１００ｎｍ以上７００ｎｍ以下であることが好
ましく、２００ｎｍ以上６００ｎｍ以下であることがより好ましい。中空構造を有する粒
子の外径が上記範囲内にあれば、白色系インク組成物中の分散を良好に保つことができ、
また、記録媒体に付着された際に、白色度が良好な画像を得ることができる。一方、外径
が７００ｎｍを超えると、粒子が沈降するなどして分散安定性を損なうことがあり、イン
クジェット記録装置に適用した場合にヘッドの目詰まりなどが発生する場合がある。一方
、外径が１００ｎｍ未満であると、白色度が不足する場合がある。また、中空構造を有す
る粒子の内径（すなわち、上述したコアの外径）は、１００ｎｍ以上５００ｎｍ以下程度
が適当である。中空構造を有する粒子の体積基準の平均粒子径は、金属酸化物粒子の体積
基準の平均粒子径と同様の方法で測定することができる。
【００４０】
　白色系顔料の含有量は、白色系インク組成物の全質量に対して、好ましくは１質量％以
上２０質量％以下であり、より好ましくは５質量％以上１５質量％以下である。
【００４１】
　有機溶媒、および界面活性剤は、光輝性インク組成物に用いるものと同様である。
【００４２】
　１．３．３．有彩色インク組成物
　有彩色インク組成物は、有彩色顔料を含むインク組成物である。有彩色とは、白から灰
色を経て黒に至る系列の色（無彩色）以外のすべての色をいう。有彩色顔料としては、耐
光性、耐候性、耐ガス性などの保存安定性の観点から有機顔料であることが好ましい。
　具体的には、不溶性アゾ顔料、縮合アゾ顔料、アゾレーキ、キレートアゾ顔料などのア
ゾ顔料、フタロシアニン顔料、ペリレン及びペリノン顔料、アントラキノン顔料、キナク
リドン顔料、ジオキサン顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリノン顔料、キノフタロン
顔料などの多環式顔料、染料キレート、染色レーキ、ニトロ顔料、ニトロソ顔料、アニリ
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ンブラック、昼光蛍光顔料などが用いられる。上記顔料は１種単独でも、２種以上併用し
て用いることもできる。
【００４３】
　１．４．インクジェット記録方法
　本実施形態のインクジェット記録は、上述したインクジェット記録装置を用いて、上述
したインク組成物吐出させ、上述した記録媒体に付着させることにより行う。本願発明に
おいて、明度向上工程はインクジェット法を必須とするが、光輝性画像準備工程はインク
ジェット法に限定されない。まず光輝性画像準備工程により光輝性画像を得て、次に明度
向上工程により光輝性下地画像のＬ*値を向上させる。このＬ*値が向上した下地部分に対
して画像を形成することで、所望の明度により近づいた光輝性画像を形成することができ
る。
【００４４】
　まず、光輝性画像準備工程で、光輝性画像（記録媒体が光輝性を有するものを含む）を
準備する。光輝性画像はいかなる方法によって記録されたものでもよく、バーコーター、
スリットコーター等によってアナログ的に印刷された画像であっても良く、特開２００９
－２２６８６３号の公報や下記実施例７に記載した転写方式によって画像を形成しても良
いし、WXMPF17R（セイコーエプソン株式会社製）のような光輝性調の記録媒体を準備して
も良く、インクジェット法により光輝性インクを吐出しても良い。なお、記録媒体上の光
輝性を有する画像の光沢度がＧ１、明度（Ｌ*値）がＬ１という関係になる。
【００４５】
　光輝性画像準備工程で形成される（又は準備される）下地画像の（ＪＩＳ）Ｚ８７４１
：１９９７に基づく６０°鏡面光沢度は２５０以上が好ましく、より好ましくは３００以
上であり、一層好ましくは３５０以上である。下地画像が一定の光沢度を有していなけれ
ば、明度向上工程で記録される白色系インクが吐出された場合に光輝性が低下する事から
、良好な光輝性の下地画像として認められなくなってしまう。
【００４６】
　光輝性画像準備工程で光輝性画像を準備する場合、記録媒体に（事前に）付与した付与
量（ｇ／ｃｍ2）は０．２以上１以下であることが好ましい。より好ましくは、０．３５
以上０．８以下である。光輝性インクの付与量が少ない場合は記録媒体が白色下地の場合
は、その影響を受けてＬ*値が向上する傾向にあるが、付与量が少ないことによって光輝
性が良好ではない場合がある。一方で、なお、付与量は、記録媒体上において光輝性顔料
と樹脂が存在する場合は樹脂の固形分量の総和によって算出される。
【００４７】
　次に、明度向上工程では、上記領域に形成された下地画像に対して、白色系インク組成
物を吐出して光輝性下地画像のＬ*値を向上させ、光沢度がＧ２、明度（Ｌ*値）がＬ２の
下地画像を得る。明度向上工程で吐出される白色系インク組成物の吐出量（ｇ／ｃｍ2）
は０．０１以上０．５以下である。この数値範囲にあることによって、下記に示すＥｆ若
しくはＥｄが良好な値を示す。また、上記吐出量（ｇ／ｃｍ2）が０．０１以上０．１５
以下の範囲であることが好ましい。この範囲にあることによって、Ｅｆ及びＥｄ両者が良
好な値を示す。なお、吐出量は白色系顔料と樹脂を含む場合は樹脂の固形分量の総和によ
って算出される。また、本願発明において光沢度とは、特に明記されない限り６０°鏡面
光沢度を表す。
【００４８】
　なお、吐出ヘッドから吐出される白色系インク組成物の単位面積当たりの吐出量（ｇ／
ｃｍ2）は、光輝性画像準備工程における、単位面積当たりの付与量（ｇ／ｃｍ2）の０．
０１倍以上０．３倍以下が好ましく、０．０１倍以上０．１倍以下とすることが一層好ま
しい。
【００４９】
　ここで得られた下地画像の光沢度および明度のバランス向上の度合いは、「（Ｌ*値上
昇度）－１－{１－（光沢度変化度）}」で算出される値Ｅｄを指標値として定量的な評価
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つＬ*値の上昇をさせる事が出来る。値Ｅｄは０超過であることが好ましく、より好まし
くは０．０７以上がより好ましい。
【００５０】
また、「（Ｌ*値上昇度）×（光沢度変化度）」で算出される値Ｅｆが１超であることが
さらに好ましく、１．３以上であることがより好ましい。また、Ｌ２が６０以上、Ｇ２が
１５０以上となる下地画像が得られることが好ましく、一層好ましくはＬ２が６５以上、
Ｇ２が１７５以上、さらには、Ｌ２が７０以上、Ｇ２が２００以上であることがより好ま
しい。このような下地画像を形成することにより、他のインク（例えば有彩色顔料を含む
インク）を用いて、従来よりも一層好ましい画像を得る事が出来る。なお、明度向上工程
前の前記光輝性下地画像のＬ*値をＬ１、光沢度をＧ１、また前記明度向上工程後の前記
光輝性下地画像のＬ*値をＬ２、光沢度をＧ２とした場合に、（Ｌ*値上昇度）は（Ｌ２／
Ｌ１）で算出され、（光沢度変化度）は（Ｇ２／Ｇ１）により算出される値である。
【００５１】
　２．実施例
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、これらは本発明の範囲を限定する
ものではない。
【００５２】
　２．１．光輝性インク組成物の調整
　光輝性インク組成物に添加される光輝性顔料を得るために、まず以下のように光輝性顔
料分散液（アルミニウム顔料分散液）を作成した。
【００５３】
　膜厚１００μｍのＰＥＴフィルム上に、セルロースアセテートブチレート（ブチル化率
３５～３９％）３．０質量％及びジエチレングリコールジエチルエーテル９７質量％から
なる樹脂層塗工液をバーコート法によって均一に塗布し、６０℃、１０分間乾燥する事で
、ＰＥＴフィルム上に樹脂層薄膜を形成した。次に、真空蒸着装置を用いて、上記の樹脂
層上に平均膜厚２０ｎｍのアルミニウム蒸着層を形成した。次に、上記方法にて形成した
積層体を、ジエチレングリコールジエチルエーテル中にて、超音波分散機を用いて剥離・
微細化・分散処理を同時に行い、超音波分散処理を積算で１２時間実施して光輝性顔料分
散液を作成した。得られたアルミニウム顔料分散液を、開き目５μｍのＳＵＳメッシュフ
ィルターにてろ過処理を行い、粗大粒子を除去した。次いで、ろ液を丸底フラスコに入れ
、ロータリーエバポレターを用いてジエチレングリコールジエチルエーテルを留去した。
これにより、アルミニウム顔料分散液を濃縮し、その後、そのアルミニウム顔料分散液の
濃度調整を行い、５質量％濃度のアルミニウム顔料分散液１を得た。レーザー回折散乱式
粒度分布測定器を用いて、光アルミニウム顔料の光散乱法による球換算５０％平均粒子径
（ｄ５０）を測定した結果、１．００１μｍであった。
【００５４】
　上記方法にて調製したアルミニウム顔料分散液１を用いて調整した光輝性インク組成物
の成分表を表１に示す。
　光輝性インク組成物は、アルミニウム顔料分散液１を２質量％、ジエチレングリコール
ジエチルエーテル（ＤＥＧＤＥ）を４０質量％、γ－ブチロラクトンを１０質量％、テト
ラエチレングリコールジメチルエーテル（ＴＥＧＤＭ）を１０質量％、テトラエチレング
リコールモノブチルエーテル（ＴＥＧＭＢ）を３質量％、界面活性剤ＢＹＫ－ＵＶ３５０
０（商品名、ビックケミー・ジャパン社製）を０．２質量％、イソプロピルアルコールを
残りの質量％、として調製し、更に常温・常圧下３０分間マグネティックスターラーにて
混合・攪拌して、アルミニウム顔料インク（光輝性インク１）とした。
【００５５】
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【表１】

【００５６】
　また、転写に用いる光輝性インク２は以下の方法により作成した。１０Ｎ－ＮａＯＨ水
溶液を３ｍＬ添加してアルカリ性にした水５０ｍＬに、クエン酸３ナトリウム２水和物１
７ｇ、タンニン酸０．３６ｇを溶解した。得られた溶液に対して３．８７ｍｏｌ／Ｌ硝酸
銀水溶液３ｍＬを添加し、２時間攪拌を行い、銀コロイド液を得た。得られた銀コロイド
液に対し、導電率が３０μＳ／ｃｍ以下になるまで透析することで脱塩を行った。透析後
、３０００ｒｐｍ、１０分の条件で遠心分離を行うことで、粗大金属コロイド粒子を除去
した。なお、銀粒子の平均粒径は「マイクロトラックＵＰＡ」（日機装株式会社製）を用
い、測定条件は、屈折率を０．２－３．９ｉ、溶媒（水）の屈折率を１．３３３、測定粒
子形状を球形、とした。その結果、平均粒子径は１０ｎｍであった。
【００５７】
　上記方法にて、銀コロイド液（固形分）を１０質量％、界面活性剤としてのオルフィン
Ｅ１０１０を１質量％、プロピレングリコールを１１質量％、１，２－ヘキサンジオール
　を５質量％、イオン交換水を残分質量％、として光輝性インク２を調製した。
【００５８】
　２．２．白色系インク組成物の調整
　白色系顔料として二酸化チタンを用いて調整した白色系インク組成物の成分表を表２に
示す。
【００５９】
　二酸化チタンの分散液は下記の方法により製造した。
　ガラス転移温度４０℃、質量平均分子量１０，０００、酸価１５０ｍｇＫＯＨ／ｇの固
形アクリル酸／ｎ－ブチルアクリレート／ベンジルメタクリレート／スチレン共重合体の
２５質量部をジエチレングリコールジエチルエーテル７５質量部の混合溶液に溶解させて
樹脂固形分２５質量％の高分子分散剤溶液を得た。
【００６０】
　前記高分子分散剤溶液の３６質量％にジエチレングリコールジエチルエーテル１９質量
％を加え混合し、二酸化チタン分散用樹脂ワニスを調製し、さらに二酸化チタン（ＣＲ－
９０、アルミナシリカ処理（アルミナ／シリカ≧０．５）、体積基準の平均粒子径３００
ｎｍ、吸油量２１ｍｌ／１００ｇ、石原産業（株）製）４５質量％を加えて撹拌混合後、
湿式サーキュレーションミルで練肉を行ない、二酸化チタン分散液を得た。
【００６１】
　白色系インク組成物１は、二酸化チタン分散液を１０質量％、ジエチレングリコールジ
エチルエーテルを４０質量％、γ－ブチロラクトンを１０質量％、テトラエチレングリコ
ールジメチルエーテルを１０質量％、テトラエチレングリコールモノブチルエーテルを３
質量％、界面活性剤ＢＹＫ－ＵＶ３５００（ビックケミー株式会社製）を０．２質量％、
イソプロピルアルコールを残りの質量％、として調製し、更に常温・常圧下３０分間マグ
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ネティックスターラーにて混合・攪拌して、二酸化チタン顔料インク（白色系インク）と
した。
【００６２】
　また、後述の実施例６で用いる白色系インク組成物２は、表３の通り、中空樹脂粒子（
ＳＸ８７８２（Ｄ）、ＪＳＲ株式会社製）を１０質量％、グリセリン１０質量％、１、２
－ヘキサンジオールを３質量％、ＢＹＫ－３４８（ビックケミー株式会社製）を１質量％
、イオン交換水を残分として作成した。
【００６３】
【表２】

【００６４】
【表３】

【００６５】
　２．３．記録物の作成
　各実施例および各比較例の記録物は、インクジェット記録装置として、インクジェット
プリンター型式ＰＸ－Ｇ９３０（セイコーエプソン株式会社製）を用いて作成した。各実
施例および各比較例のインク組成物を、該プリンターの専用カートリッジのブラックイン
ク室に充填し、これをプリンターに装着して印刷することによって作製した。記録媒体は
写真用紙＜光沢＞（セイコーエプソン株式会社製）を用いた。いずれの試料においても、
印刷条件として、用紙選択を写真用紙光沢に設定し、色補正なし、フォト－１４４０ｄｐ
ｉ、単方向印刷に設定して印刷した。
【００６６】
　（実施例１～６）
　各実施例では、表４に記載の通り、まずインクジェット法により光輝性インク組成物を
吐出して光輝性画像を形成し（光輝性画像準備工程）、次にこの光輝性下地に対して、白
色系インク組成物を吐出して光輝性画像のＬ*値を向上させた（明度向上工程）。
　Ｌ*値および光沢度の変化を定量的に評価するために、光輝性インク組成物の記録密度
（表４の縦軸のｄｕｔｙ）と、白色系インク組成物１の記録密度（表４の横軸のｄｕｔｙ
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）との組み合わせとして、実施例１～６および比較例１の記録物を作成した。なお、実施
例６は白色系インク組成物２を用いて作成した。なお、実施例は、下記の各評価において
、Ｂ以上が存在するものが実施例に相当する。
【００６７】
【表４】

【００６８】
　表４に示すように、実施例１～６では、光輝性インク組成物の記録密度（ｄｕｔｙ）を
それぞれ、ｄｕｔｙ２０％、４０％、６０％とした。また、白色系インク組成物の記録密
度（ｄｕｔｙ）をそれぞれ、ｄｕｔｙ１％、３％、５％、１０％、２０％とした。比較例
１は、光輝性下地画像のみであり、白色系インク組成物の吐出を行っていない。つまり、
比較例１は明度向上工程を実施していない。なお、ｄｕｔｙとは、下式で算出される値で
ある。
　ｄｕｔｙ（％）＝実印刷ドット数／（縦解像度×横解像度）×１００
　式中、「実印刷ドット数」は単位面積当たりの実印字ドット数であり、「縦解像度」お
よび「横解像度」はそれぞれ単位方向当たりの画素解像度である。
【００６９】
　２．４．記録物の評価
　上記により作成した記録物の明度（白色度）および光沢度を評価することで、本実施例
の効果を評価した。
【００７０】
　インク組成物によって、記録媒体に形成された画像の明度は、画像のＬ*値を用いて評
価することができる。画像のＬ*値は、例えば、「９３８　Ｓｐｅｃｔｒｏｄｅｎｓｉｔ
ｏｍｅｔｅｒ」（Ｘ－ｒｉｔｅ社製）などの市販の分光装置を用いて測定することができ
る。
　また、インク組成物によって記録媒体に形成された画像の光沢度は、日本工業規格（Ｊ
ＩＳ）Ｚ８７４１：１９９７「鏡面光沢度－測定方法」の方法に従って評価することがで
きる。光沢度は、画像の形成された面に対して特定の入射角で光を入射させ、その反射角
の方向に光検出器を設置して光の強度を測定した結果に基づいて算出することができる。
このような測定が可能な装置としては、例えば、コニカミノルタ株式会社製ＭＵＬＴＩ　
ＧＬＯＳＳ　２６８、日本電色工業株式会社製ＧｌｏｓｓＭｅｔｅｒ型番ＶＧＰ５０００
などがある。本実施例では、コニカミノルタ株式会社製ＭＵＬＴＩ　ＧＬＯＳＳ　２６８
を用いた。
【００７１】
　表５に実施例１～６、比較例１による記録物の測定結果を示す。表５は、実施例１～６
および比較例１については、光輝性インク組成物のｄｕｔｙが４０％、６０％それぞれの
Ｌ*値および光沢度を示している。なお、光沢度は入射角６０°における反射光の測定に
より行っている。
【００７２】
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【表５】

【００７３】
　表５では、明度と光沢度のバランスを評価するために、各ｄｕｔｙにおいて、Ｌ*値の
上昇度と光沢度の変化度を用いた差と積「（Ｌ*値上昇度）－１－{１－（光沢度変化度）
}」と「（Ｌ*値上昇度）×（光沢度変化度）」を指標の値Ｅｄ、Ｅｆとして算出し示して
いる。Ｌ*値の上昇度および光沢度の変化度の基準は、白色系インク組成物を吐出してい
ない（明度向上工程を実施していない）比較例１を用いている。値Ｅｆ、Ｅｄは、比較例
１のＬ*値をＬ１、光沢度をＧ１、また白色系インク組成物吐出後（明度向上工程後）の
Ｌ*値をＬ２、光沢度をＧ２とした場合に算出される。すなわち、値ＥｆとＥｄは、比較
例１を基準としたときの明度および光沢度のバランス向上の度合いを示すことになる。

【００７４】
　測定結果に対する評価の基準を以下のように定めた。
　１－（Ｌ*値上昇度）－{（光沢度変化度）－１}で算出される値Ｅｄにおいて、
　　　Ａ（より好ましい）　　　　：　０．０７　≦　Ｅｄ
　　　Ｂ（好ましい）　　　　　　：　０．００　＜　Ｅｄ　＜　０．０７
　　　Ｃ（問題なし）　　　　　　：－０．０５　＜　Ｅｄ　≦　０．００
　　　Ｄ（良好ではない）　　　　：　　　　　　　　Ｅｄ　≦　－０．０５
　（Ｌ*値上昇度）×（光沢度変化度）で算出される値Ｅｆにおいて、
　　　Ａ（より好ましい）　　　　：　１．０５　≦　Ｅｆ
　　　Ｂ（好ましい）　　　　　　：　１．００　＜　Ｅｆ　＜　１．０５
　　　Ｃ（問題なし）　　　　　　：　０．９５　＜　Ｅｆ　≦　１．００
　　　Ｄ（良好ではない）　　　　　：　　　　　　　　Ｅｆ　≦　０．９５
【００７５】
　また、合わせて光沢感の感応評価を行なった。Ａ４サイズの写真用紙に印刷を行なった
評価試料の光沢感を、１０人に０、１、２、３点の点数により評価してもらい、その平均
点Ｅｓを計算して以下の評価とした。
　　　Ａ（好ましい）　　　　　　：　２．０　≦　Ｅｓ
　　　Ｂ（効果が見られる）　　　：　１．０　≦　Ｅｓ　＜　２．０
　　　Ｃ（効果が僅かである）　　：　　　０　＜　Ｅｓ　＜　１．０
　　　Ｄ（良好ではない）　　　　：　　　　　　　Ｅｓ　＝　０
【００７６】
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　表６に上記評価基準に基づく評価結果を示す。
【００７７】
【表６】

【００７８】
　なお、表７に、各インク組成物の所定のＤｕｔｙにおける単位面積足りの吐出量を示す
。また、光輝性インクのＤｕｔｙが低い場合に光輝性下地画像のＬ*値が高い理由は、光
輝性インクの記録媒体上での埋まりが十分ではなく、白地の記録媒体の白色度が数値とし
て一部反映されてしまったと推察される。
【００７９】

【表７】

【００８０】
　３．実施形態について
　また、本実施形態の一層好ましい記録方法によれば、Ｌ*値が６０以上、（ＪＩＳ）Ｚ
８７４１：１９９７に基づく光沢度が１５０以上の光輝性下地画像を形成することができ
、この下地画像に重ねてカラーインクや黒インクを吐出して画像を形成することで、所望
の明度が確保されたフルカラーの光輝性画像を提供することができる。
【００８１】
　４．変形例
　表８に示した実施例７と８は以下により作成した。まず、ＰＸ－５５００（セイコーエ
プソン社製）を用いて、転写シートとしての写真用紙＜光沢＞に、水系銀インクを５０％
ｄｕｔｙで付与し、画像を形成した。その後、乾燥処理を行った。なお、乾燥条件は、ま
ず、プラテンヒーターを用いて転写シートの裏面から５０℃で加熱し、さらに画像に４０
℃の温風を接触させることにより、付着したインクから液体成分を蒸発させた。その後、
転写シートの画像が形成された面に向けて、インクジェットヘッドから接着層の材料を含
むインクを吐出し付着させることにより、接着層を形成した。その後、乾燥装置を用いて
さらに蒸発、乾燥を行い（５０℃の温風を２０秒間接触させる）、転写媒体を作製した。
その後、接着層上に被転写媒体を配置し、接着層と被転写媒体とを接着させた後、転写媒
体から画像を剥離した。なお、転写の際に、JOL-DIGITAL-4R230（日本オフィスラミネー
ター株式会社製）を用い、熱圧着ローラー温度を１３０℃、圧力を３０ｋｇ／ｃｍ2、速
度を２０ｃｍ／秒と設定した。そして、得られた画像に対して白色系インク組成物１を表
７に示すＤｕｔｙにて吐出した。
【００８２】



(15) JP 5923894 B2 2016.5.25

10

【表８】



(16) JP 5923894 B2 2016.5.25

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２００５－１２５６９０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－０２３９８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１０５３７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－２０８３３２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－２６９３９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－０１８６５１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－０５２２０７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－２０８３３０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１３１９９０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１５８８８７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ４１Ｍ　　　５／００　　　　
              Ｂ４１Ｊ　　　２／０１　　　　
              Ｃ０９Ｄ　　１１／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

